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家庭系ごみ中のプラスチック類の排出実態と 

容器包装リサイクル法の仕組み 

 

１．家庭系ごみ中のプラスチック類の割合 

 ★市の処理施設に持ちこまれている家庭系ごみや事業系ごみで、産業廃棄物は除く。 

 ①家庭系ごみ 

○湿重量比（通常に出されたごみで、食品残渣、紙、布等に水分が含まれた状態でごみの組成を

測定）では、約１４％がプラスチック類。容積比では、約４６％を占める。 

図１ 家庭系ごみ中のプラスチック類の割合（京都市 平成１５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「家庭ごみ細組成調査」（京都市 H16.3）から 

 ②事業系ごみ 

  ○市の処理施設に持ちこまれている事業系ごみの排出源は、スーパー等小売店、飲食店、病院・

学校等サービス業、営業所等事務所であり、食材仕入れ用の梱包用のプラ袋、トロ箱等ととも

に、従業員の昼食のプラ容器、飲料ボトル等で、プラスチック類は湿重量比で約１３％、容積

比で約３９％と、家庭系ごみとほぼ同じ割合を占める。 

表１ 事業系ごみ中のプラスチック類の割合（京都市 平成１９年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「事業系ごみ減量対策基礎調査結果」（京都市 H20.3）から 
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湿重量比 缶重量比

紙類 33.11 43.91 

プラスチック類 12.59 39.41 

繊維類 1.78 0.95 

ゴム類 0.28 0.12 

皮革類 0.09 0.05 

ガラス類 1.28 0.37 

金属類 2.06 2.68 

陶磁器類 0.11 0.03 

厨芥類(流出水分含む） 41.06 6.74 

加工原料くず・製品くず 21.59 3.54 

調理期限切れ，売れ残りの食料品 7.04 1.79 

一般厨芥（流出水分含む） 12.43 1.41 

木片類 2.60 2.88 

草木類 2.91 2.18 

その他 2.13 0.68 

 全調査項目合計 100.00 100.00 

事業系ごみ
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２．家庭系ごみ中でのプラスチック製容器包装の排出状況 

 ①家庭系ごみ中の容器・包装材の割合 

  ○湿重量比で約２４％、容積比で約６５％を占める。 

図２ 家庭系ごみ中の容器・包装材の割合（京都市 平成１５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「家庭ごみ細組成調査」（京都市 H16.3）から 

 ②家庭系ごみ中のプラスチック製容器包装の内訳 

  ○プラスチック類の大半は容器・包装材であるが、ごみ袋を除くと、湿重量比で約８割が容器・

包装材である。多いのは、レジ袋、食料品の袋等のプラ袋、パック、ペットボトル等のプラボ

トルである。 

図３ 家庭系ごみ中のプラスチック類の内訳（湿重量比 京都市 平成１５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「家庭ごみ細組成調査」（京都市 H16.3）から 
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 家庭系ごみ中のプラスチック製容器包装の割合 

  ※京都市では、お菓子やレトルト食品、薬等のアルミ蒸着袋は金属類に分類しており、図３に示

す容器・包装材中の容器包装リサイクル法対象物（ペットボトル、クリーニング店等の日用品

の大・中袋、ひもを除く）に、アルミ蒸着袋を加えた割合が、容器包装リサイクル法に基づく

プラスチック製容器包装であり、家庭系ごみ中の９.５％を占める。 

 

３．プラスチック製容器包装の分別排出徹底による可燃ごみ中のプラスチック類の動向 

 ★家庭系
・

ごみは、一般的には家庭から排出される大型ごみを除く全てのごみ（可燃ごみ、不燃ごみ、

資源ごみ等を合わせたごみ）を指します。ここでは、焼却処理されている可燃ごみ中のプラスチ

ック類割合の低下状況を寝屋川市の調査結果から整理している。 

 

図４ プラスチック製容器包装の分別排出徹底による可燃ごみ中のプラスチック類の割合の変化 

                                     （％は湿重量比） 

 

           平成14年１月からプラスチック製容器包装の分別収集の全市実施開始  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．容器包装リサイクル法の仕組み 

（１）指定法人ルートによる容器包装の流れ 

①容器包装リサイクル法に則らない独自ルートによる容器包装の流れもあるが、大半の都市では

プラスチック製容器包装を指定法人ルートでリサイクルしている。 

  ②指定法人ルートによる容器包装の流れ（図５参照） 

○市民が洗う等の排出ルールに従って分別した容器包装を、市が分別収集し、その後、選別保

管施設で異物を一定割合以下（10％以下）に除き、再商品化事業者まで運びやすいようにベ

 プラスチック製 

容器包装の割合 
備考 

プラスチック類中 ８.９８％ 
図３に示す容器・包装材中の容器包装リサイクル法対象物

（クリーニング店等の日用品の大・中袋等を除く） 

金属類中 ０.５１％ アルミ蒸着袋（お菓子やレトルト食品、薬等） 

合計 ９.４９ 
 

寝屋川市 

可燃ごみ中のプラスチック類  １２.５％ （平成10年秋調査） 

可燃ごみ中のプラスチック類   ７.１％ （平成15年春と秋調査） 

平成 14 年１月から全市実施 

分別協力率は約６０％（プラ製容器包装の分別排出量３８ｇ/人/日） 

※「分別収集効果調査」（寝屋川市 H15.3）から 

○可燃ごみ中のプラスチック類の割合は５％程度低下 

（プラスチック類にはおもちゃ等の商品やごみ袋が２

割あり、分別協力率と同じ割合では低下しない） 
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ール化（正方形に圧縮梱包）するまでを市が行う（民間委託でも可）。 

○一方、日本容器包装リサイクル協会は、容器包装の製造者やスーパー等の使用者から、その

量に応じて再商品化受託量を徴収し（４００億円）、それを資金としてプールする 

○ベール化されたプラスチック製容器包装を、再商品化事業者（マテリアルやケミカルリサイ

クルの会社）が参加する入札にかけて、一番安いところに、再商品化委託料（３９７億円）

とともに引き渡す。 

※プラスチック製容器包装は、きちんと異物をとる、必要な樹脂を取り出す、一定の大きさ

の粒状にするなど、手をかけないとリサイクルすることはできないので費用がかかる。し

たがって、再商品化事業者は、ベール化したプラスチック製容器包装を製品の原料として

購入するのではなく、リサイクルする費用を入札で日本容器包装リサイクル協会から受け

取ってリサイクルを行っている（マテリアルリサイクル平均７８千円／ｔ、ケミカルリサ

イクル平均４３千円／ｔ）。 

  ③容器包装のリサイクル費用は全体に対する市町村側の負担割合 

○指定法人による容器包装のリサイクルの流れでは、事業者側の負担が４００億円に対して、

市町村側の小規模事業者分の市町村負担１６億円、また、図５には示されていないが、市町

村の分別収集・選別保管費用が約３,０００～４,０００億円と見積られている（環境省資料）。

これらを合計すると、容器包装のリサイクル費用は全体で３,４１６～４,４１６億円に対し

て、市町村側の負担は、９割となる。 

図５ 容器包装リサイクルの仕組み（平成２０年度の再商品化実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※（財）日本容器包装リサイクル協会資料ホームページから 
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図６ プラスチック製容器包装のリサイクルの流れ（指定法人ルート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  ※（財）日本容器包装リサイクル協会資料ホームページから 

 

（２）特定事業者の再商品化費用の負担の計算方法（自主算定方式の場合） 

※前年度の使用した容器包装の量をベースに計算する簡易方式もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※（財）日本容器包装リサイクル協会資料ホームページから 
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【参考】 

①算出事例 

  ○１本62ｇの２㍑PETボトルに清涼飲料水を詰めて、年間1,000万本（容器重量換算620㌧）を製造

し、内、300万本（容器重量換算186㌧）をレストラン等へ業務用に販売している特定容器利用

事業者（清涼飲料製造業者）であって、回収を一切していない事業者の再商品化委託料。 

◆使用する算定係数の項目 

  自主算定、PETボトル、清涼飲料等製造業、容器利用 

◆算出式 

  （620㌧－186㌧）×0.48305＝209.644㌧  209.644㌧×1,700円/㌧＝356,395円 

◆再商品化委託料 

356,395円 

※容器包装リサイクル法（独 中小企業基盤整備機構）ホームページを参考に作成 

 ②スーパーの負担額 

○スーパーのライフコーポレーションは年間１億円程度の負担（約200店）、イオンは年間約10億

円程度（スーパー約2,000店）の負担といわれている。 

 

 

 

（３）プラスチック製容器包装が指定法人の基準に合わない場合の問題点 

 

〔奈良市のプラスチック製容器包装〕 

 

【毎日新聞 平成20年2月14日財団法人・日本容器包装リサイクル協会（東京都）から】 

奈良市のプラスチック製容器包装ごみが引き取りを拒否されていた問題で、奈良市は１３日、来年

度から引き取りが再開されることを明らかにした。 

同協会は０６年度に２度実施した調査で、プラスチックごみにハンガーやビニール袋、納豆やマヨ

ネーズなど汚れの取れない容器が混ざっていたため、基準に合わないと判断。０７年４月から引き取

りを拒否していた。 

市は０７年７月、分別の種類が分かりやすいように「その他プラスチック」から「プラスチック製

容器包装」に名称変更。全戸にチラシを配って分別を呼びかけた。 

一般廃棄物緊急時最終処分場（同市奈良阪町）でも不適合物の選別ラインを２段階に増やし、月平

均３０トン増の５０～６０トンを不適合物として選別することになった。０７年度、市独自で入札を

して処理したため、約１億９０００万円かかった負担が、協会ルートに戻ることで約１７００万円（来

年度）に抑えられるという。【高橋恵子】 

 

【平成１８年度】 
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（４）質の良いプラスチック製容器包装を指定法人に引き渡したときの収入 

 ①再商品化合理化拠出金の考え方 

  ○リサイクル（再商品化）に実際にかかった費用が、あらかじめかかるであろうと想定された額

を下回った場合（異物の少ない容器包装の引き渡し、効率的なリサイクル技術の開発）に、そ

の差額の１／２に相当する金額を、事業者側から市町村側に拠出する制度であり、全国の市町

村で、異物が少ない質の良いプラスチック製容器包装を指定法人に引き渡すことができたとき、

拠出金が生じる。（平成20年４月から施行） 

  ○拠出金は、全国の市町村一律の金額ではなく、市町村が指定法人に引き渡す容器包装の品質等

を考慮して努力した市町村が多くなるよう配分される。 

図７ 拠出金制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※(財)日本容器包装リサイクル協会資料から 

 ②平成20年度の再商品化合理化拠出金の額 

  ○平成20年度の再商品化合理化拠出金の額は、総額約95億円で、配布対象市町村1,408の１市町村

平均で670万円である。 

表２ 平成20年度の再商品化合理化拠出金の額 

 


